
健全化判断比率及び資金不足比率の参考資料
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八千代市における地方公共団体の財政の健全化に関する法律の対象について



健全化判断比率について 

 

１ 実質赤字比率 

 

 （１） 算定方法 

一般会計等の実質赤字額 

   実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

○ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び一般会計等に属する特別会計の実質赤字額 

一般会計等に属する特別会計：墓地事業 

 

○ 標準財政規模：地方交付税の算定において，人口，面積等から算定する当該団体の

標準的な一般財源の大きさを示すもの 

 

 （２） 前年度比較 

                               （単位：千円，％） 

区   分 平成28年度決算 平成27年度決算 増  減 

一般会計等の実質赤字額 △1,472,630 △1,530,737 58,107 

標準財政規模 32,451,438 31,889,136 562,302 

実質赤字比率 － － － 

  ※ 実質赤字額については，黒字であるため「該当なし」ですが，便宜的に黒字を「△」

で表記しています。 

 



２ 連結実質赤字比率 

 

 （１） 算定方法 

連結実質赤字額 

   連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

○ 連結実質赤字額：①＋②の合計額 

① 一般会計等及び公営事業（公営企業以外）に係る特別会計の実質赤字額 

公営事業（公営企業以外）に係る特別会計：国民健康保険事業，介護保険事業，

後期高齢者医療 

② 公営企業に係る特別会計の資金不足額 

公営企業に係る特別会計：水道事業，公共下水道事業 

 

（２） 前年度比較 

                               （単位：千円，％） 

区   分 平成28年度決算 平成27年度決算 増  減 

連結実質赤字額 △5,401,230 △4,935,808 △465,422 

標準財政規模 32,451,438 31,889,136 562,302 

連結実質赤字比率 － － － 

  ※ 連結実質赤字額については，黒字であるため「該当なし」ですが，便宜的に黒字

を「△」で表記しています。 

 

 

３ 実質公債費比率 

 

 （１） 算定方法 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率 ＝ 

（３か年平均）  標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 



○ 準元利償還金：①～⑤の合計額 

① 満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当額 

② 公営企業債の償還財源に充当した一般会計等からの繰入金 

対象公営企業：水道事業，公共下水道事業 

③ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金 

対象組合等：四市複合事務組合，北千葉広域水道企業団 

④ 公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 

⑤  一時借入金の利子 

 

○ 特定財源：都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画

税 

 

○ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

地方交付税の算定上，基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金 

基準財政需要額：合理的かつ妥当な水準で行政を行った場合の財政需要を算定した

もの 

 

 （２） 前年度比較 

                                 （単位：千円，％） 

区    分 平成28年度決算 平成27年度決算 増  減 

分子 ①＝（②+③）-（④+⑤） 1,840,737 2,328,227 △487,490 

 

地方債の元利償還金 ② 5,391,026 5,539,235 △148,209 

準元利償還金 ③ 767,209 1,002,700 △235,491 

元利償還金・準元利償還金に係

る基準財政需要額算入額 ④ 
3,221,671 3,135,358 86,313 

特定財源 ⑤ 1,095,827 1,078,350 17,377 

分母 ⑥＝⑦-⑧ 29,229,767 28,753,778 475,989 

 

標準財政規模 ⑦ 32,451,438 31,889,136 562,302 

元利償還金・準元利償還金に係

る基準財政需要額算入額 ⑧ 
3,221,671 3,135,358 86,313 

実質公債費比率（単年度） 6.29293 8.09712 △1.80419 

実質公債費比率（３か年平均） 7.5 8.7 △1.2 

  



４ 将来負担比率 

 

 （１） 算定方法 

将来負担額－（充当可能基金＋充当可能特定歳入＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率 ＝ 

標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

○ 将来負担額：①～⑧の合計額 

① 一般会計等の地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額 

③ 公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額 

対象公営企業：水道事業，公共下水道事業 

④ 組合等が起こした地方債の償還財源に充当する市からの負担等見込額 

対象組合等：四市複合事務組合，北千葉広域水道企業団 

⑤ 退職手当負担見込額（一般会計等で退職手当を負担する特別職及び一般職員に対

する退職手当負担見込額） 

⑥ 設立法人の負債額等に係る一般会計等の負担見込額 

対象法人：千葉県信用保証協会 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

 

○ 充当可能基金：①～⑥に充てることができる基金 

 

○ 充当可能特定歳入：①～⑥に充てることができる特定財源（都市計画税） 

 

○ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額 

今後，地方交付税の算定上，基準財政需要額に算入される見込の元利償還金及び準

元利償還金 

 

 



 （２） 前年度比較 

                                   （単位：千円，％） 

区       分 
平成28年度 

決算 

平成27年度 

決算 
増  減 

分子 ①＝②-⑪-⑫-⑬ 12,931,195 14,702,954 △1,771,759 

 

将来負担額 ②＝③+④+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑩ 68,886,667 69,222,017 △335,350 

 

一般会計等の地方債残高 ③ 57,023,139 57,256,348 △233,209 

債務負担行為に基づく支出予定額 ④ 2,816,895 3,035,431 △218,536 

公営企業債の償還財源に充当する一般会計等

からの負担等見込額 ⑤ 
1,339,212 1,441,436 △102,224 

組合等が起こした地方債の償還財源に充当す

る市からの負担等見込額 ⑥ 
547,754 118,935 428,819 

退職手当負担見込額 ⑦ 7,159,667 7,369,867 △210,200 

設立法人の負債額等に係る一般会計等の負担

見込額 ⑧ 
0 0 0 

連結実質赤字額 ⑨ 0 0 0 

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会

計等の負担見込額 ⑩ 
0 0 0 

充当可能基金 ⑪ 4,629,428 4,205,264 424,164 

充当可能特定歳入 ⑫ 12,237,175 11,054,487 1,182,688 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額 

⑬ 
39,088,869 39,259,312 △170,443 

分母 ⑭＝⑮-⑯ 29,229,767 28,753,778 475,989 

 

標準財政規模 ⑮ 32,451,438 31,889,136 562,302 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額 ⑯ 
3,221,671 3,135,358 86,313 

将来負担比率 44.2 51.1 △6.9 

 

 

 

 

 



資金不足比率について 

 

１ 資金不足比率 

 

 

 （１） 算定方法 

資金不足額 

  資金不足比率 ＝ 

事業の規模 

 

○ 資金不足額 

資金不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地

方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

※ 解消可能資金不足額：事業の性質上，事業開始後一定期間に構造的に資金の不足

額が生じる等の事情がある場合において，資金の不足額から控除する一定の額。 

 

○ 事業の規模 

事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額 

 

 （２） 前年度比較 

  １ 水道事業会計 

                               （単位：千円，％） 

区 分 平成28年度決算 平成27年度決算 増減 

資金不足額 △2,443,456 △2,339,955 △103,501 

事業の規模 3,006,692 2,996,469 10,223 

資金不足比率 － － － 

  ※ 資金不足額については，黒字であるため「該当なし」ですが，便宜的に黒字を「△」

で表記しています。 

 

  ２ 公共下水道事業会計 

                               （単位：千円，％） 

区 分 平成28年度決算 平成27年度決算 増減 

資金不足額 △699,415 △445,152 △254,263 

事業の規模 2,595,685 2,562,523 33,162 

資金不足比率 － － － 

  ※ 資金不足額については，黒字であるため「該当なし」ですが，便宜的に黒字を「△」

で表記しています。     


